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これまでの検討経緯
令和５年

「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直し規定に基づく検討」公表11⽉15⽇

関係団体等ヒアリングを順次実施11⽉下旬〜
令和６年

「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直し規定に基づく検討項⽬」公表２⽉21⽇
有識者ヒアリングを順次実施（医療等関係は４⽉３⽇実施）４⽉上旬〜
「中間整理」公表（〜7⽉29⽇まで意⾒募集実施）6⽉27⽇
「中間整理」に関する意⾒募集の結果 公表9⽉ 4⽇

「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しの検討の充実に向けた視点」公表10⽉16⽇

事務局ヒアリング（有識者、経済団体・消費者団体等）の状況報告12⽉17⽇

「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会 報告書」公表12⽉25⽇

令和７年

「「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直しに係る検討」の今後の検討の進め⽅について」
「個⼈情報保護法の制度的課題の再整理」公表

１⽉22⽇

「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅について（個⼈データ等の取扱いにおける本⼈関与に係る規律
の在り⽅）」公表

２⽉ ５⽇

「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅について（個⼈データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスク
に適切に対応した規律の在り⽅）」公表

２⽉19⽇

「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅について」公表３⽉ ５⽇ 1



中間整理︓個別検討事項
１ 個人の権利利益のより実質的な保護の在り方１ 個人の権利利益のより実質的な保護の在り方

２ 実効性のある監視・監督の在り方２ 実効性のある監視・監督の在り方

３ データ利活用に向けた取組に対する支援等の在り方３ データ利活用に向けた取組に対する支援等の在り方

(1)課徴金、勧告・命令等の行政上の監視・監督手段の在り方
(2)刑事罰の在り方
(3)漏えい等報告・本人通知の在り方

(1)本人同意を要しないデータ利活用等の在り方
(2)民間における自主的な取組の促進

(1)個人情報等の適正な取扱いに関する規律の在り方
ア 生体データ
イ 「不適正な利用の禁止」「適正な取得」

(2)第三者提供規制の在り方（オプトアウト等）
(3)こどもの個人情報等に関する規律の在り方
(4)個人の権利救済手段の在り方

（令和６年６月26日 第292回個人情報保護委員会資料(委員長預かり修正後資料））

４ その他４ その他 2



今後の検討の進め方
（「個人情報保護法 いわゆる3年ごと見直しに係る検討の中間整理」意見募集結果を踏まえて）

 意⾒募集（6/27〜7/29）においては、団体・個⼈を問わず、幅広い⽅々から多様なご意⾒が寄せられたところ。
※ 1,731の団体・事業者（うち団体43者・事業者等29者）又は個人（1,659者）の方々から延べ2,448件。

 個⼈情報保護法の⽬的である、個⼈情報の有⽤性を実現しつつ、実質的な個⼈の権利利益の保護を実現するためには、情報通信
技術の⾼度化が進む中、⼤量の個⼈情報を含むビッグデータを利活⽤するビジネス・サービスやプロファイリングの利⽤も広がり、プライバ
シーを含む個⼈の権利利益が侵害されるリスクも⾼まっており、このような状況の変化を踏まえた規制のアップデートが必要。

課徴⾦、団体による差⽌請求制度
や被害回復制度 その他の主要個別論点 より包括的なテーマや

個⼈情報保護政策全般

 「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと
⾒直しに関する検討会」において議
論・検討を深化

 意⾒募集の結果も踏まえ、企業や団
体、関係省庁や地⽅公共団体含め、
多様なステークホルダーとしっかりと対話
をしつつ、個⼈情報保護委員会におい
て透明性が⾼い形で議論

 透明性のある形で関係の深いステーク
ホルダーと継続的に議論する場を新た
に設けることについて、具体的に検討に
着⼿

関係府省との連携強化 国際連携の強化
 グローバルな動向や最新の技術動向を踏まえた「デジタル

戦略」、「データ戦略」や「サイバーセキュリティの強化」 に
向けた関係省庁における検討状況を⼗分に踏まえ、個⼈
情報保護委員会としても適切に必要とされる検討を継続
的に推進

 防災DXや教育DX・こどものデータの取扱い、医療データ
などの分野でもそれぞれの関係府省と継続的に連携

 EUとの間で2019年1⽉に相互認証の枠組みが発効。
2023年4⽉に最初のレビューが終了。更に令和３年
（2021年）個⼈情報保護法改正の全⾯施⾏（令和
５年（2023年）4⽉）を踏まえ、従来の⺠間部⾨に
加えて、学術研究分野・公的部⾨についても対象とした
相互認証の枠組みの発効に向けて協議を継続

 新たに発⾜したグローバルCBPR（Cross-Border 
Privacy Rules） の枠組みも推進

令 和 ６ 年 1 0 月 1 6 日

第304回個人情報保護委員会決定
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【ヒアリング対象】
（有識者︓11名）
・⽯井夏⽣利⽒ ・板倉陽⼀郎⽒ ・佐藤⼀郎⽒ ・宍⼾常寿⽒ ・新保史⽣⽒
・鈴⽊正朝⽒ ・曽我部真裕⽒ ・⾼⽊浩光⽒ ・⾼橋克⺒⽒ ・森亮⼆⽒ ・⼭本⿓彦⽒

（経済団体・消費者団体等︓17団体）
・⼀般社団法⼈AIガバナンス協会 ・⼀般社団法⼈新経済連盟 ・⼀般社団法⼈全国消費者団体連絡会
・⼀般社団法⼈データ社会推進協議会 ・⼀般社団法⼈電⼦情報技術産業協会 ・⼀般社団法⼈⽇本IT団体連盟
・⼀般社団法⼈⽇本インタラクティブ広告協会 ・⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会
・⼀般社団法⼈⽇本DPO協会 ・⼀般社団法⼈⽇本ディープラーニング協会
・⼀般社団法⼈MyDataJapan ・⼀般社団法⼈モバイル・コンテンツ・フォーラム
・公益社団法⼈全国消費⽣活相談員協会 ・国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構
・サステナビリティ消費者会議 ・主婦連合会 ・プライバシーテック協会

個⼈情報保護制度の基本的在り⽅に関するヒアリング
「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しの検討の充実に向けた視点」に基づき、個⼈情報

保護委員会事務局において、個⼈情報保護制度の基本的在り⽅に関するヒアリングを実施。
個⼈情報保護政策を考える上で注⽬すべき環境変化、重視すべきリスク・政策⽬的、実態を

踏まえた規制の在り⽅といった制度の基本的在り⽅に関わる次元の論点について、改めて、幅広
いステークホルダー等の間で再確認するもの。

ヒアリングでは、多くの論点について、様々な観点からの指摘があった。
ヒアリングから得られた個⼈の権利利益の保護を要する局⾯や本⼈の関与の在り⽅等に関する

視点は、特定分野におけるデータ利活⽤の議論を⾏う上でも有⽤と考えられる。
今後とも、このような幅広いステークホルダーの意⾒を踏まえながら、必要な対応について検討して

いくことが重要であり、より包括的なテーマや個⼈情報保護政策全般について、透明性のある形で
関係の深いステークホルダーと継続的に議論する場を新たに設けることとしている。
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プロファイリングをはじめとする個
⼈情報の処理内容についても何ら
かの規律が必要との指摘も多い。
具体的には、プロファイリング実⾏

のためのプログラム作成に係る元
データの利⽤⽬的やその関連性、
プログラムそのものに関わる論点、プ
ロファイリングによって得られた結果の
取扱いなど、様々な視点が⽰され
た。

ヒアリングから得られた視点 ー（１）保護法益についてー
考慮すべきリスク

(A)評価・選別及びこれに基づく影響を与えるリスク (B)直接の働きかけを⾏うことのリスク
(C)秘匿領域が他⼈に知られるリスク (D)⾃⾝のデータを⾃由意思に従って制御できないリスク

リスクの優先順位等には、いくつかの異なる考えが⽰されたが、バランス良く対応を検討すべきという指摘が⼤半。
このほか、次の主張・指摘があった。
 (D)は本⼈に関わる情報の取扱いを本⼈が決定する権利に関わるリスクであり、位置付けが異なる。
 データ保護法制たる個⼈情報保護法が考慮すべきは(A)が主であり、他は副次的、間接的。

→「個⼈の権利利益の保護」の意味合いに関しては、その権利利益の外延や、特に規律すべき取扱いなどについて
様々な考え⽅があることの表れと考えられる。

保護を要する局⾯
①本⼈の知らぬ間に本⼈の情報を

取得すること
②データ分析等を通じて評価・選別

を⾏うこと
③評価の結果を利⽤して本⼈に働

きかけること
など、様々な段階があることから、それ
ぞれの段階を念頭においた検討を⾏
うことで、より適切な規律となり得るの
ではないか。

保護の対象、規律対象
法⽬的・理念に即した適切な規律

の在り⽅については、様々な観点か
らの検討の余地があり得るのではな
いか。
 保護の対象については、その取扱い

による本⼈へのリスク（差別的な取
扱いの助⻑、追跡性、脆弱性、本
⼈到達性等）を惹起し得る情報
を幅広く対象とすべきとの考え

 規律する取扱いの態様についても、
評価・分析などの「取扱いの類型」
や「その⽬的」を規律対象とすべきと
の考え

プロファイリング
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ヒアリングから得られた視点 ー（２）本⼈の関与についてー
本⼈の関与

①事業者におけるガバナンスを確保するための⼿段
個⼈の認知限界や、個⼈と事業者との情報・交渉⼒等の

⾮対称性などが存在するとの前提の上で、次のa)、b)の考
えがあり、どのような場合をb)の領域とするか様々な考えが
⽰された。
a)個⼈の選択権であり本⼈の関与が当然認められるべきと

いう考え
b)合理的な基準を設けて、その適合性を規制当局が監視

することが必要であるという考え

①の観点からは、本⼈に直接の影響がない取扱いについては、本⼈の関与を担保する必要が必ずしもないの
ではないかとの視点が得られた。ただし、その場合においても②については別途、その要否や程度、⼿法等について
検討する必要があるものと考えられる。

特に⽣成AIについては、学習結果が（個⼈情報を含まない）パラメータとなることを念頭において「個別の個⼈の
権利利益への直接的な影響が想定されない個⼈データの利⽤」であるとして、本⼈の関与は必要ないとする指摘が
⼤半であったが、②の観点から、⾃分の情報のAI学習利⽤について関与できることが必要との考えも⾒られた。

②本⼈に関わる情報の取扱いを本⼈が決定する権利
この中でも、次のa)、b)を両端として、その間で様々な

⾒解が⽰された。
a)個⼈データは本⼈の所有物であり本⼈はあらゆる利⽤

について許諾⼜は拒否の権限を持つべきとの考え
b)社会的なニーズ・⼿続負担等を踏まえた現実性・具体

的な個⼈の権利利益とのけん連性等との関係で⾃ずと
制限が課されるとの考え

本⼈の関与の趣旨として⼤きく２つの考え⽅

②の権利には、現状の開⽰等の請求等に加えて、能動的に⾃らの情報を活⽤する観点からのデータポータビリ
ティも含まれるのではないかという視点も得られた。ただし、事業者の負担や事業分野ごとの必要性・妥当性等につ
いての議論が必要であると考えられる。
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ヒアリングから得られた視点 ー（３）ガバナンスについてー
ガバナンス

個⼈の認知限界や個⼈と事業者との情報量・交渉
⼒等の⾮対称性などの観点から、事業者における個⼈
データの取扱いの改善を本⼈の関与により実現するこ
とを期待することは、現実的には相当程度に困難であ
るという認識は共有。消費者等の個⼈においても、全て
の個⼈情報の取扱いの具体的な内容を監視するという
ことは負担が重い。

現⾏法上、個⼈データの適正な取扱いの義務等を負う事業者も、ガバナンスの⼀端を担うことが想定されている
本⼈も、個⼈情報の取扱いの適正性を確保する能⼒が不⾜している可能性がある。⼀⽅、適正に取り扱う能⼒
のある者等に対して、実効的な規律が及んでいない可能性がある。こうした状況を踏まえ、個⼈データの取扱いの
実態に即し、適正な取扱いの義務を負うべき者とそれぞれの義務の内容等に加え、認定個⼈情報保護団体やプ
ライバシーガバナンスなどの⾃主的な取組等を織り交ぜた全体のガバナンスの在り⽅などについて幅広く議論を深めて
いくことが個⼈データの適正な取扱いの確保・促進につながるのではないかなどの視点が得られた。

事業者が、その個⼈データに係るデータベースの構
築やそのデータ処理のプロセスについて、実質的に第
三者に依存するケース等が拡⼤。事業者が委託先
の管理等を通じて安全管理義務を適切に果たせる
かについては、否定的な考え⽅が⽰されている。これ
は、第三者が利⽤することを念頭に個⼈情報を取
得し、個⼈データを第三者に継続的に提供する場
合などにおいても同様。

本⼈（個⼈） 事業者
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ヒアリングから得られた視点 ー（４）官⺠を通じたデータ利活⽤等ー

準公共的な分野での事業者と⾏政機関等が連携した個⼈情報の利⽤などを念頭に置いた、⾏政機関等における
個⼈情報の適正な取扱いを含めた整理が必要であるとの指摘があった。

→官⺠を通じたデータ利活⽤については、いわゆる旧⾏個法が基本としていた考え⽅を踏まえつつも、社会的なニー
ズ等を考慮しながら、個⼈情報保護法の⽬的・理念に即し、全体としてバランスのとれた法の⾒直し・運⽤を⾏っ
ていく必要があるのではないかとの視点が得られた。

個⼈情報保護法はあくまで⼀般法であることから、例えば、医療分野等の特定分野や、AIなどの特定の取扱い等に
ついては、⼀般法とは別に、実態や社会的な影響等を踏まえた特別法等で規律することも有⽤との意⾒もあった。

→⼀般法としての個⼈情報保護法のみならず、特定分野等における規律（特別法等）も含め、全体として適正
な個⼈情報の利⽤と個⼈の権利利益の保護が確保されることが重要であるとの視点が得られた。

⾏政機関等における個⼈情報の適切な取扱い

特定分野における取扱い
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事務局ヒアリングを踏まえて短期的に検討すべき追加論点について

個⼈の権利利益を
保護するために
考慮すべきリスク

個⼈データの利⽤に
おける本⼈の関与の

意味
事業者のガバナンス

個⼈データの適正な
取扱いに係る義務を
負うべき者の在り⽅

個⼈データに関する
考慮要素等

個⼈情報の取扱いに
関する規律

個⼈情報保護法の
位置付け

個⼈情報保護政策の在り⽅についての様々な考え⽅
（「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しの検討の充実に向けた事務局ヒアリング」における指摘）

個⼈情報保護法の保護法益 本⼈の関与 事業者のガバナンス 官⺠を通じたデータ利活⽤

事務局ヒアリングを通じて得られた視点

短期的に検討すべき追加論点

個⼈データ等の取扱いにおける本⼈関与に係る規律の在り⽅

個⼈データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り⽅（ガバナンスの在り⽅）

「本⼈の権利利益への直接の影響の有無等」を切り⼝とした規律の内容を検討
 同意規制の在り⽅

個⼈の権利利益の侵害が想定されない統計作成等であると整理できるAI開発等、以下の場合は同意不要と整理できるのではないか
① 統計作成等、特定の個⼈との対応関係が排斥された⼀般的・汎⽤的な分析結果の獲得と利⽤のみを⽬的とした取扱いを実施する場合
② 取得の状況からみて本⼈の意思に反しない取扱いを実施する場合
③ ⽣命等の保護⼜は公衆衛⽣の向上等のために個⼈情報を取り扱う場合であって本⼈同意を得ないことに相当の理由があるとき

 漏えい等発⽣時の対応（本⼈通知）の在り⽅
本⼈への通知が⾏われなくても本⼈の権利利益の保護に⽋けるおそれが少ない場合は本⼈通知不要と整理できるのではないか

 個⼈データの適正な取扱いに係る義務を負うべき者の在り⽅
個⼈情報の取扱いに関わる実態（個⼈データ等の取扱いについて、実質的に第三者に依存するケースが拡⼤、委託先の管理

等を通じた安全管理措置に係る義務の適切な遂⾏が困難）を踏まえ、 個⼈情報取扱事業者等からデータ処理等の委託を受けた
事業者に対する規律の在り⽅を検討すべきではないか 99



個⼈情報保護法の制度的課題の再整理
個⼈情報保護法の⽬的（第1条）

「・・・個⼈情報の有⽤性に配慮しつつ、個⼈の権利利益を保護することを⽬的とする。」

個⼈情報保護法の保護法益 本⼈の関与 事業者のガバナンス 官⺠を通じたデータ利活⽤

事務局ヒアリングを通じて得られた視点

 勧告・命令等の実効性確保
 刑事罰の在り⽅
 経済的誘因のある違反⾏為に対する実効的な抑⽌⼿段（課徴⾦制度）の導⼊の要否
 団体による差⽌請求制度・被害回復制度の導⼊の要否
 漏えい等報告等の在り⽅

 個⼈情報取扱事業者等からデータ処理等の委託を受けた事
業者に対する規律の在り⽅

 特定の個⼈に対する働きかけが可能となる個⼈関連情報に関
する規律の在り⽅

 ⾝体的特徴に係るデータ（顔特徴データ等）（※）に関する規
律の在り⽅
※本⼈が関知しないうちに容易に取得することが可能であり、⼀意性・不変性が
⾼いため、本⼈の⾏動を⻑期にわたり追跡することに利⽤できる

 オプトアウト届出事業者に対する規律の在り⽅

 同意規制の在り⽅
•統計作成等（※） 、特定の個⼈との対応関係が排斥された⼀般的・汎⽤的
な分析結果の獲得と利⽤のみを⽬的とした取扱いを実施する場合の本⼈
の同意の在り⽅
※ 統計作成等であると整理できるAI開発等を含む
•取得の状況からみて本⼈の意思に反しない取扱いを実施する場合の本⼈
の同意の在り⽅
•⽣命等の保護⼜は公衆衛⽣の向上等のために個⼈情報を取り扱う場合
における同意取得困難性要件の在り⽅
•病院等による学術研究⽬的での個⼈情報の取扱いに関する規律の在り⽅
 漏えい等発⽣時の対応（本⼈通知等）の在り⽅
 ⼦供の個⼈情報等の取扱い（※）

※⼼⾝の発達過程にあり本⼈による実効性ある関与が必ずしも期待できない

個⼈情報取扱事業者等による規律遵守の実効性を確保するための規律の在り⽅

個⼈データ等の取扱いにおける本⼈関与に係る規律の在り⽅ 個⼈データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに
適切に対応した規律の在り⽅
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(1) 統計作成等、特定の個⼈との対応関係が排斥された⼀般的・汎⽤的な分析結果の獲得と利⽤のみを⽬的とした
取扱いを実施する場合の本⼈の同意の在り⽅
 統計情報等の作成（注１）のために複数の事業者が持つデータを共有し横断的に解析するニーズが⾼まっていること、特定の個⼈と

の対応関係が排斥された統計情報等の作成や利⽤はこれによって個⼈の権利利益を侵害するおそれが少ないものであることから、この
ような統計情報等の作成にのみ利⽤されることが担保されていること等（注２）（注３）を条件に、本⼈同意なき個⼈データ等の第三
者提供（注４）（注５）及び公開されている要配慮個⼈情報の取得を可能としてはどうか（注６）。

注１：統計作成等であると整理できるAI開発等を含む。

注２：本人同意なき個人データ等の第三者提供については、当該個人データ等が統計情報等の作成にのみ利用されることを担保する観点等から、個人デー

タ等の提供元・提供先における一定の事項（提供元・提供先の氏名・名称、行おうとする統計作成等の内容等）の公表、統計作成等のみを目的とした提供で

ある旨の書面による提供元・提供先間の合意、提供先における目的外利用及び第三者提供の禁止を義務付けることを想定している。

注３：本人同意なき公開されている要配慮個人情報の取得については、当該要配慮個人情報が統計情報等の作成又は本規律に基づく本人同意なき個人

データ等の第三者提供にのみ利用されることを担保する観点等から、公開されている要配慮個人情報の取得者における一定の事項（取得者の氏名・名称、

行おうとする統計作成等の内容又は本規律に基づく本人同意なき個人データ等の第三者提供を行う目的である旨等）の公表、取得者における目的外利用

及び第三者提供（本規律に基づく本人同意なき個人データ等の第三者提供を行う目的である場合における当該第三者提供を除く。）の禁止を義務付けるこ

とを想定している。

注４：法第17条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超える第三者提供を含む。

注５：当該提供により提供先が本人同意なく要配慮個人情報を取得することも可能とすることを想定している。

注６：具体的な対象範囲や公表事項等は、制度が円滑に運用されるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、個人情報保護委員会規則（以下「委員会規則」という。）等

で定めることを想定している。

 ⾏政機関等の取り扱う保有個⼈情報についても同様に、利⽤⽬的以外の⽬的のための提供に係る「統計の作成」の例外規定の対
象を、統計情報等の作成に拡⼤してはどうか。

(2) 取得の状況からみて本⼈の意思に反しない取扱いを実施する場合の本⼈の同意の在り⽅
 個⼈データの第三者提供等が契約の履⾏のために必要不可⽋な場合を始め、⽬的外利⽤、要配慮個⼈情報取得⼜は第三者提

供が本⼈の意思に反しないため本⼈の権利利益を害しないことが明らかである場合（注７）について、本⼈の同意を不要としてはどうか。
注７：例えば、本人が、事業者Aの運営するホテル予約サイトで事業者Bの運営するホテルの宿泊予約を行ったため、事業者Aが事業者Bに当該本人の氏名等

を提供する場合や、金融機関が海外送金を行うために送金者の情報を送金先の金融機関に提供する場合等が想定される。具体的な対象範囲は、制度が

円滑に運用されるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、委員会規則等で定めることを想定している。 11

個⼈データ等の取扱いにおける本⼈関与に係る規律の在り⽅

１ 個⼈の権利利益への影響という観点も考慮した同意規制の在り⽅



１ 個⼈の権利利益への影響という観点も考慮した同意規制の在り⽅（続）

12

(3) ⽣命等の保護⼜は公衆衛⽣の向上等のために個⼈情報を取り扱う場合における同意取得困難性要件の在り⽅
 ⼈の⽣命、⾝体⼜は財産の保護のための例外規定及び公衆衛⽣の向上⼜は児童の健全な育成の推進のための例外規定につい

て、現⾏制度においては「本⼈の同意を得ることが困難であるとき」という要件が付されているが、事業者・本⼈の同意取得⼿続に係る
負担を軽減し、個⼈情報のより適正かつ効果的な活⽤及びより実効的な個⼈の権利利益の侵害の防⽌につなげる観点から、 「本⼈
の同意を得ることが困難であるとき」のみならず、「その他の本⼈の同意を得ないことについて相当の理由があるとき」（注８）について
も、上記例外規定に依拠できることとしてはどうか。

注８：例えば、（公衆衛生の向上のために特に必要である一方で、）本人のプライバシー等の侵害を防止するために必要かつ適切な措置（氏名等

の削除、提供先との守秘義務契約の締結等）が講じられているため、当該本人の権利利益が不当に侵害されるおそれがない場合等が想定され

る。具体的な事例については、制度が円滑に運用されるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、ガイドライン等において明確化することを想定している。

(4) 病院等による学術研究⽬的での個⼈情報の取扱いに関する規律の在り⽅
 医学・⽣命科学の研究においては、研究対象となる診断・治療の⽅法に関する臨床症例の分析が必要不可⽋であり、病院等の医療

の提供を⽬的とする機関⼜は団体による研究活動が広く⾏われている実態があることから、⽬的外利⽤規制、要配慮個⼈情報取得
規制、第三者提供規制に係るいわゆる学術研究例外に依拠することができる主体である「学術研究機関等」に、医療の提供を⽬的と
する機関⼜は団体 （注９）が含まれることを明⽰することとしてはどうか。

注９：例えば、病院や、その他の医療の提供を目的とする機関等（診療所等）が含まれることが想定される。具体的な対象範囲は、制度が円滑に運

用されるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、ガイドライン等において明確化することを想定している。

12

個⼈データ等の取扱いにおける本⼈関与に係る規律の在り⽅



（１）個⼈データに着⽬した規律
「個⼈情報データベース等」による個⼈データの取扱いの危険性に着⽬し、それを事業の⽤に供している個⼈情

報取扱事業者に対し、その適正な取扱いを担保するための義務等を規律。

（２）個⼈情報取扱事業者による適正な取扱い
① 本⼈の関与による適正な取扱いの確保
個⼈情報取扱事業者⾃⾝のガバナンスにより法律に定める義務が適切に履⾏され、当該個⼈情報取扱事業者

から本⼈への通知・公表・同意取得等（※）により本⼈による適切な関与・監視を受けつつ、適正な取扱いの実
現を期待するという当事者間での⾃主的な規律を重視する構造。

(※) ●取得・利⽤に関するルール︓利⽤⽬的を特定し原則としてその範囲内で利⽤し、取得時に本⼈に利⽤⽬的を通知・公表する。
●第三者提供に関するルール︓第三者提供時には、原則として本⼈の同意を得る。
●公表事項・開⽰請求等への対応に関するルール︓本⼈から開⽰・訂正・利⽤停⽌等の請求があった場合にはこれに対応する。

② 事業者内における適正な取扱いの確保
偽りその他不正の⼿段により個⼈情報を取得すること、あるいは、違法⼜は不当な⾏為を助⻑し⼜は誘発するお

それがある⽅法により不適正な利⽤を⾏うことは、個⼈の権利利益の保護を脅かすおそれが⼤きい。
利⽤⽬的が妥当であっても、正確性が保たれていなければ、本⼈に望まぬ影響を与えかねないことから正確性確保

を義務付け。
個⼈データが個⼈情報取扱事業者や本⼈の関与不可能な領域に流出することで本⼈の権利利益を損なうリスク

が増⼤することから、必要な安全管理措置、従業員や委託先の監督を義務付け。

適正な個⼈データの取扱い確保のための規律

適正な個⼈データの取扱いを通じて個⼈の権利利益を保護するために、個⼈情報保護法において、
次のような規律を整備。

これらは全ての事業者に適⽤される最低限のルールともいえ、取り扱われる個⼈データ、利⽤⽬的の
性質及び事業活動の態様に応じて、特別法、ガイドライン、認定個⼈情報保護団体や業界の⾃主基
準、運⽤等により必要に応じて上乗せされる。

※⺠間部⾨に適⽤される規律について述べたもの
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